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短期入所生活(療養)介護サービス（以下「短期入所サービス」という。）を利用する上で、利用期間が長期化する
ことによって、利用者の居宅を訪問し利用者に面接することが困難な場合が想定されます。

また、居宅サービス計画作成にあたっては、短期入所の累積利用日数が認定有効期間のおおむね半数を超え
ないようにしなければならないとされています。ただし、一律・機械的に適用されるものではなく、特に必要と認めら
れる場合には、認定有効期間のおおむね半数を超えて「短期入所サービスを居宅サービス計画に位置づけること
も可能」となっています。

やむを得ない事情により、上記のようなケースにあたる場合や、これにより月に一度のモニタリングができなくなると判断される場合において、次のⅠ及びⅡの取扱いをお願いします。
また、半年以上の利用となる場合には、担当者会議やそれに準ずる検討を行っていただき、報告として確認申立書の提出をお願いします。
Ⅰ　認定有効期間のおおむね半数を超えて短期入所を利用する場合について
  　　　短期入所サービスの利用が認定有効期間のおおむね半数を超えると判断される場合、「特段の事情に
よる確認申立書」を提出してください。（プラン作成時か、「超える」と判断された時点）
なお、提出にあたっては、以下の点に留意してください。

※　短期入所サービスの利用については、有効期間のおおむね半数を超える場合であっても、その利用
者の心身の状況を十分に勘案し必要最低限にとどめること。
※　短期入所サービスの利用がおおむね半数を超える場合にあっては、特別養護老人ホーム等への

入所待機の状態などの場合、特定の施設のみでなく複数の施設に入所予約をするなど、長期利用
の早期解消に努めていること。

Ⅱ　　月を通して短期入所サービスを利用（長期化）する場合について

　　　　 　県条例第１５条第１３号の規定において、モニタリングは、「特段の事情がない限り、少なくとも1月に１回
利用者の居宅を訪問し、利用者に面接すること」とされており、それが適切に行われなかった場合は運営
基準減算の対象となります。
月を通しての利用になると判断される場合、次のことに留意し、「特段の事情による確認申立書」を提出し
てください。
　　　　　　※　利用者の事情により、月を通して居宅に帰ることができない等、居宅において面接することが困難で
ある正当な理由があること。

※　短期入所サービス事業所において利用者を面接し、適切にモニタリングを実施していること。


短期入所サービスの長期利用について





添付書類


やむを得ない事情があることが確認できるもの


・アセスメント　・居宅サービス計画書（１～３）　


・サービス担当者会議の要点（短期入所サービスの利用が長期化することに


ついての内容が記載されているもの。）                        など








